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本稿の目的は、日本企業の管理会計実態を明らかにすることである。この目的のために、
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３．日本企業の管理会計実態

3 . 6 .　予算管理
予算管理は伝統的管理会計の中心技法のひとつであったが，近年その有用性の低下も指摘され

る。例えば，ABC情報・非財務業績指標を用いた改善活動の主張（Hansen and Torok, 2003）や，「脱
予算経営（beyond budgeting）」（Hope and Fraser, 1997）を提唱する論者もいる（Hansen et al., 2003）。
ただ，これらの議論は理論的研究や先端企業の事例に基づいており，多くの企業，特に日本企

業に予算管理が不要なのか，それ以前に予算管理実態が変化しているのかも明らかではない。そ
こで，2002年11月に日本管理会計学会・企業調査研究プロジェクト・予算管理専門委員会は，わ
が国企業の予算管理の変化を調べるため「わが国企業予算制度の実態調査」（三木ほか，2003，以
下「2002年調査」）を実施した。調査対象は産業経理協会会員企業601社と東証一・二部上場の協
会非加盟企業396社の計997社である（有効回答163社（製造業100社（61.3％），非製造業62社（38.0％），
不明 1 社（0.6％）），回収率16.3％）。また，1992年 6 月に産業経理協会・企業予算制度委員会も同
様に，金融・保険を除くわが国の有力会社400社を対象（有効回答174社（製造業127社（73.0％），
非製造業47社（27.0％）），回収率43.5％）に，「わが国企業の期間予算制度の実態調査」を実施した（安
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達，1992，以下「1992年調査」）。
なお，両調査において，予算管理はほぼすべての企業（1992年調査，100％，2002年調査，98.8％）

で実施されている（安達，1992，三木ほか，2003）。
以下，「2002年調査」と「1992年調査」を比較した一連の研究（坂口ほか，2004；﨑ほか，2003；

長屋ほか，2004；山田ほか，2003）を中心に，わが国予算管理実態の時系列的変化を見ていく。

（1） 予算管理の基礎的事項の実態
予算編成において重視する目的の第 1位は，両調査ともに「所要の収益性の実現」（1992年調査，

99.4％；2002年調査，97.5％）である。その他には，「財務安全性の確保」，「所要の原価引き下げ」，「資
源配分の有効性の達成」，および「部門の業績評価」の 4つを重視している。製造業の41.8％（特
に見込生産企業の54.1％）では，「所要の原価引き下げ」を重視している（山田ほか，2003） 

1
。
）

経営計画との関連について，中・長期経営計画との関連は両調査とも高く（1992年調査，81.3％；
2002年調査，85.4％），関連性の程度も強化される傾向にある（中・長期経営計画を予算編成の基礎
とするだけでなく，中・長期経営計画の一環として予算編成する企業が増加する傾向にある（1992年調査，

48.0％；2002年調査，58.6％） 
2
）
）
。また，短期利益計画との関連は高い水準でより強化され（1992年

調査，91.4％；2002年調査，99.2％），関連性の程度も強化される傾向にある（短期利益計画を予算編
成の基礎とするだけでなく，短期利益計画の一環として予算編成する企業が増加する傾向にある：1992

年調査，52.1％；2002年調査，72.4％ 
3
）
）
（山田ほか，2003）。

予算の基本期間は，1992年調査の第 1位「 6ヶ月（実質 6ヶ月を含む）」（58.7％），第 2位「 1年」
（36.6％）から，2002年調査では，「 6ヶ月（実質 6ヶ月を含む）」（46.6％）と「 1 年」（46.6％）が
同率で第 1位となっている。最短予算期間の第 1位は両調査間で変わらず「 1ヶ月」で増加傾向
にある（54.9％から70.9％）。予算編成期間の第 1位は「 3ヶ月」（31.9％），第 2位は「 2ヶ月」（30.0
％）であった（1992年調査では第 1 位が「 2 ヶ月」（29.8％），第 2 位が「 3 ヶ月」（24.0％））。注目す
べき点として，「1.5ヶ月以内」が大幅に増えている（4.7％から21.9％）（山田ほか，2003）。
企業規模による違いについて，小企業ほど，トップが短期利益計画策定方針を指示し，予算編

成期間が短い傾向にある 
4
。
）
規模と予算管理の関係については，朴・浅田［2003］が，東証一部

1） 目的の第 3位までに挙げた割合を集計している。また，個別受注生産企業では37.0％，非製造業では21.3
％であった。
2） 長期経営計画策定企業は，1992年調査が49.7％，2002年調査が19.7％，中期経営計画策定企業は，1992年
調査が70.8％，2002年調査が87.1％，短期利益計画策定企業は，1992年調査が78.3％，2002年調査が77.5％で
あった。また，高橋ほか［2004］によると，製造業の場合，予算を中・長期経営計画の初年度に設定し，ロ
ーリング方式を採用する企業が60.6％，中・長期経営計画とは別に予算を設定する企業は36.4％であった。
3） 林［2005］によると，予算管理導入企業（92.7％）の多くが，中期経営計画（93.4％），目標管理（76.3％），

ISO9001（63.2％），方針管理（52.0％）を利用し，実際に，中期経営計画（72.5％），目標管理（53.4％）を
予算管理と補完的に利用している。そして，予算管理と中期経営計画を関連づけている企業は60.5％であり，
業績指標のみを関連づけている企業25.0％と合わせると，85.5％の企業が予算管理を中期経営計画と関連づ
けている。
4） 例えば，売上高1,000億円未満の（以下，中小）企業の72.2％は，トップが短期利益計画策定指針を指示す
るのに対し，売上高1,000億円以上の（以下，大）企業では43.8％にすぎない。また，大企業の予算編成期間

三 田 商 学 研 究
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上場製造業で，連結売上高400億円以上の企業512社を対象に調査している（2001年10‒11月，有効
回答111社，回収率21.7％）。その結果，予算目標としての本社費配賦後事業部利益，売上高，売上
高利益率（ROS），キャッシュフロー，管理可能利益の重視度に企業規模の差は見られなかったが，
投資利益率（ROI目標）は，連結売上高2,000億円以上の企業（以下，大企業）グループの事業部
長の方が，2,000億円未満の企業（以下，小企業）グループの事業部長に比べて重視していた 

5
。
）
また，

大企業グループほど，予算差異情報を事業部長報酬に反映させ，非財務業績指標が事業部長の昇
進・配置換えや報酬決定に大きな影響を与えている 

6
。
）
大企業グループでは予算差異情報を事業

部長報酬に反映するほど，事業部財務業績が事業部長報酬に与える影響も大きくなるのに対し，
小企業グループでは両者に顕著な相関関係は見出せなかった 

7
。
）

（2） 予算編成の実態
予算編成方針の策定について，多くの企業が本社・部門間で積極的に事前の情報交換をしてい

る 
8
。
）
予算編成方針の策定手順は，第 1 位「予算事務担当部門が原案を主導的に作成し，トップ

が承認」（44.4％），第 2位「トップが基本的方針を提示し，予算事務担当部門が具体的方針を作成」
（33.1％），第 3位「部門が方針原案を提示し，予算事務担当部門が調整の後，トップが承認」（19.4
％）である。第 1位の手順は1992年（59.3％）から減少したのに対し，第 2位の手順は第 3位で
あった1992年（18.6％）から増加しており，トップマネジメントの関与が強まる傾向にある（﨑
ほか，2003）。
また，事業部長の関与について，福田（淳）［2007a］による事業部制採用の東証上場電気機器，

精密機械，化学および食品企業約33社93事業部を対象にした調査の結果，81.8％の事業部長が予
算の達成可能性を知覚し，事業部長の予算への参加程度は高い（全ての質問項目で 7点尺度の 4点
以上）。
予算編成における部門の「積極的」参加は，おおむね増加傾向にあるが 

9
，
）
「全社的目標・方針

決定」への「積極的」参加は減少傾向にある（51.8％から45.3％）。
部門予算案の作成手続（2002年調査）は，「予算編成方針に従う」（48.4％），「予算編成方針と

部門予算原案とを調整」（42.2％）が多い。部門予算の作成方法は，「折衷型」（84.5％）が大多数

は，「 1ヶ月以内」（8.1％），「 2ヶ月以内」（35.5％）に対し，中小企業は「 1ヶ月以内」（22.2％），「 2ヶ月
以内」（63.3％）と短期間の傾向にある。

5） 大企業グループで ROIが 1位；2％， 2位；10％， 3位；12％である。一方，小企業グループでは， 1位；
0， 2位； 2％， 3位； 4％であった。

6） 大企業グループは，小企業グループと比べ，予算差異情報を「事業部長の報酬への反映」目的で利用する
程度が高い（有意水準 5％）。また，前者は後者よりも，非財務情報が「事業部長の昇進・配置換え」（有意
水準 5％）や「給与増加」（有意水準 5％）に影響する。

7） 例えば，大企業グループでは，予算差異情報を報酬決定に利用する程度と，事業部業績評価指標「利益業
績」の報酬決定への影響程度の相関係数は0.50である一方，小企業グループでは0.14であり，相対的に低い。
8） 事前の情報交換に「積極的」が1992年調査で64.9％，2002年調査では，「かなり積極的」（15.6％）と「積
極的」（58.1％）の合計が73.7％であった。

9） 例えば，本社費予算原案作成への「積極的」な参加は42.3％から56.6％に増加，本社費予算原案修正への「積
極的」な参加も35.1％から50.9％に増加している。

日本企業の管理会計実態（2）
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を占め，「積上型」（8.1％），「割当型」（7.4％）と続く（﨑ほか，2003） 
10
。
）

部門予算原案作成の際の目標未達時の調整の程度（2002年調査）は，部門予算作成段階では「あ
る程度調整」（65.2％），「相互に調整」（22.1％），「一致するまで再検討」（12.7％）の順，全社的
調整段階では「目標に添うように全部門的にある程度再検討」（39.0％），「一致するまで全部門的
に再検討」（20.1％），「添うように要求水準以下の部門を個別的にある程度再検討」（18.2％）の
順であった（﨑ほか，2003） 

11
。
）

予算原案作成上の基本目標（第 1順位）の第 1， 2 位は両調査間で変わらず，「売上高」（45.3
％から51.6％），「本社費配賦後利益」（10.0％から17.6％），第 3位は1992年調査の「管理可能利益」
（8.2％）から2002年調査では「社内金利控除後利益」（9.4％）に変わった。順不同 5 項目羅列の
結果も，2002年調査第 1位の「売上高」が全体の84.9％（1992年調査，93.5％）を占め，以下，「売
上高利益率」（51.8％から59.1％），「原価引下げ」（24.1％から52.8％），「本社費配賦後利益」（28.2％
から49.1％）の順であった（﨑ほか，2003） 

12
。
）

高橋ほか［2004］によると，重視する短期利益目標は，製造業では第 1位「経常利益」（47.1％），
次いで「営業利益」（39.2％），「売上高」（23.5％），「事業部利益」（15.7％）であり，非製造・サ
ービス業では第 1位「経常利益」（51.1％），以下，「営業利益」（33.3％），「売上高」（26.7％），「売
上総利益」（16.7％）と同様の傾向であった。また，挽［2005］によれば，コア子会社を有する
企業が，企業グループの予算目標に利用する指標は，連結 ROEと FCF（各14社），連結 ROA（12
社），連結経済的付加価値（ 8社）という順であった。山田ほか［2003］では，予算管理におけ
る非財務目標の重視度は財務目標と比べて低い 

13
。
）

予算編成上の重大な障害について，第 1， 2 位は変わらず，「環境変化予測の困難性」（85.6％
から79.7％），「現状是認的傾向の醸成」（67.8％から57.0％），第 3位は，「予算の弾力性に対する認
識不足」（52.9％）から「予算編成の意義への認識の欠如」（51.3％）へ変わっている（﨑ほか，
2003）。
当初予算の点検・修正について，ほとんどの企業が変わらず（93.6％から96.9％）点検を行って
いる。点検時期は，「定期的」（76.9％から83.8％）が増加し，そのうち「毎月」は上昇（38.2％か
ら48.8％），「四半期」は減少（20.2％から11.9％），「半期」はほぼ同様（18.5％から20.6％）である。
一方，修正を実施する企業は増加傾向にあるが未だ半数程度に留まっている（44.3％から51.0％ 

14
）
）
。

10） 高橋ほか［2004］でも，製造業の予算編成方式は，トップダウン方式とボトムアップ方式の併用が78.0％
であった。

11）「1992年調査」は質問項目が異なるため，比較検討は割愛する。
12）「残余利益（資本コスト控除後利益，EVA）」（17.6％）や「資本利益率（ROE）」（16.4％）など，市場価値
連動型の指標も，順不同 5 項目羅列の結果では15％を超える。一方，「売上高成長率」（80.6％から28.9％）
と「市場占有率」（42.9％から10.1％）の地位低下の傾向が顕著である。また，朴・浅田［2003］によると ,
事業部長が重視する予算目標は，本社費配賦後事業利益（ 1位を 3点， 2位を 2点， 3位を 1点とした加重
得点150点，以下カッコ内同じ），売上高利益率（104点），売上高（103点）の順であった。一方，EVA（含
残余利益（RI））はあまり重視されず（28点），顧客満足度（13点），品質（11点）などの非財務業績指標は
さらに順位が低かった。

13）「どちらかといえば重視していない」および「重視していない」と回答した企業は56.8％であった。
14） 高橋ほか［2004］では，製造業の場合，予算の見直し実施は68.0％，見直し頻度の第1位は 6ヶ月単位（61.4

三 田 商 学 研 究
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予算弾力性保持の施策の第 1位は，変わらず「予算の適時点検・修正」（23.3％から25.9％）であ
った（﨑ほか，2003）。

（3） 予算実績差異分析の実態（長屋ほか，2004）
予算実績差異分析は，回答企業の全てが実施し，90.7％は「毎月」実施している 

15
。
）

差異分析結果の利用目的は，第 1位は変わらず「改善措置」（62.6％から79.5％），第 2位の「部
門成果評価」は1992年調査では第 3位で増加傾向にある（31.0％から52.2％）。また「差異の報告」
のみの企業も47.8％存在し，両調査ともに「部門主管者の業績評価」（12.6％から20.5％）が最下
位であった 

16
。
）
「部門成果評価」に利用する企業の多くは，「賞与」（79.0％），「昇進」（58.8％），「昇

給」（57.5％），「部門の統廃合」（53.8％）に評価結果を反映している。
差異分析結果利用上の問題点の第 1位 

17
は
）
「予算数値の信頼性が希薄」（23.9％）で，その37.8％

が予算編成上の重大な障害として「予算編成の意義に対する認識の欠如」，32.4％が「環境変化
予測の困難性」を挙げている。一方，「改善措置の実施の困難性」を利用上の問題点として挙げ
る企業は大幅に減少している（42.0％から16.1％ 

18
）
）
。

（4） 予算管理の満足度と展望（長屋ほか，2004）
予算編成目的に対する効果の満足度は，均等に分散している（「かなり満足」2.5％，「満足」25.6％，

「どちらともいえない」46.9％，「不満」22.5％，「かなり不満」2.5％）。「満足」企業の39.0％の予算編
成目的は「財務安全性の確保」で，「不満」企業の30.6％の目的は「安定的な収支管理」であった。
また，「不満」および「かなり不満」と回答した企業の55.3％は，予算修正上の重大な障害とし
て「環境変化予測の困難性」を挙げていた。
予算管理の今後の展開としては，両調査とも，予算管理が次期の全社目標や経営方針の形成助

成を担うことが期待されている 
19
。
）

また，予算管理の有効性を高める方策として「極めて重視」される項目を両調査で比べると，「ト
ップの理解の深化」が増加し（47.7％から58.0％），「管理者の努力」も多い（24.8％ 

20
）
）
。一方，「経

営情報システムの改善」（46.0％から15.2％），「管理会計制度の充実」（51.1％から25.9％）は減少し
ている。

％）であった。
15）「1992年調査」は質問項目が異なるため，比較検討は割愛する。
16） 高橋ほか［2004］によると，製造業の予算差異分析の形態は，「改善措置の実施」（71.6％），「予算修正等」
（60.8％），「管理者の業績評価」（37.3％）の順に多く，「報告だけ」は9.8％であった。
17）「1992年調査」では，「極めて重要」に挙げられた項目を用いている。
18） 高橋ほか［2004］では，製造業の予算差異分析の問題の第 1位は「差異分析のタイミングが遅れている」（30.4
％），第 2 位は「差異原因がハッキリと掴めない」（28.4％），第 3位は「予算数値に信頼性が薄く基準値と
なりにくい」（23.5％）であった。

19） 例えば，「次期の全社的目標・方針の形成を助成」する機能について，「極めて重視」は，1992年調査75.9％，
2002年調査37.3％であり，「重視（1992年調査では「かなり重視」）」は，1992年調査19.0％，2002年調査48.1
％である。

20） 1992年調査では設問なし。
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（5） 予算管理の新たな潮流 
21
（
）
坂口ほか，2004）

ERP導入企業は27.7％で 
22
，
）
「予算編成」（64.3％）や「予算差異分析」（66.7％）への活用が多く，「短

期利益計画策定に活用」（42.9％）は比較的少ない。ERP導入による予算管理上のメリットとし
ては，「差異分析の原因解明時間の減少」（22.4％），「予算数値の信頼性の向上」（18.4％），「予算
の点検・修正の行いやすさ」（17.1％）や「予算編成について現場の協力が得やすくなった」（10.5
％）ことが指摘される。
予算における連結経営手法の採用について，「連結予算」策定企業は65.3％，「連結短期利益計画」

策定企業は60.3％，「連結 CF計画」策定企業は43.3％であり，大企業ほど策定割合が高い（売上
高500億円以上の大企業と500億円未満の企業の策定割合は，「連結予算」（69.4％，59.3％），「連結短期利

益計画」（65.8％，52.6％），「連結 CF計画」（52.4％，29.8％）であった）。
これら 3手法の策定理由は，「子会社・関連会社経営の重要性の高まり」が圧倒的に多い（「連

結予算」61.3％，「連結短期利益計画」63.4％，「連結 CF計画」66.7％）一方，「グループの総合力の
強化」を挙げた企業は 3手法とも20％以下に過ぎない（「連結予算」18.3％，「連結短期利益計画」
19.5％，「連結 CF計画」14.3％）。
重視する課題の第 1位は，「連結予算」と「連結短期利益計画」策定企業の多く（70.2％，71.1％）
が「連結ベース目標売上高利益率の確保」を挙げる一方，「連結目標総資本利益率の確保」は13
％強（13.8％，13.3％）に過ぎない。また，「連結 CF計画」作成企業が重視する課題の第 1位は「連
結キャッシュフローの確保」（42.2％）である。
3手法の活用目的は，「企業グループ全体の業績向上」（「連結予算」50.0％，「連結短期利益計画」

47.0％，「連結 CF計画」49.2％）が多く，「子会社・関連会社の業績管理」（「連結予算」25.5％，「連
結短期利益計画」26.5％，「連結 CF計画」31.1％），「グループ経営方針の徹底」（「連結予算」19.1％，「連
結短期利益計画」21.7％，「連結 CF計画」14.8％）と続き，「経営者の業績判定」（「連結予算」5.3％，「連
結短期利益計画」4.8％，「連結 CF計画」4.9％）は少ない。
3手法の効果について，「満足」しているのは，「連結予算」35.8％，「連結短期利益計画」28.0

％，「連結 CF計画」19.1％，「どちらともいえない」は「連結予算」45.3％，「連結短期利益計画」
48.8％，「連結 CF計画」54.4％であった。

（6） 今後の実態調査の課題
予算管理の実態は，包括的に詳細な調査が実施されている。残された課題として，予算管理と

その他の業績管理システム（BSCなど）との関係や，財務業績（利益，株価など）に与える影響
に調査の余地がある。加えて，予算管理部門については，財務部・企画部についての櫻井［1997］
のような実態調査を新たに実施すべき時期にあると考える。

21） ERP導入の予算管理への影響および予算への連結経営手法の採用については，「2002年調査」で新設。
22） 横田［2006］でも ERP導入企業は27.8％であり，同様の傾向がみられた。
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3 . 7 .　設備投資予算
（1） 設備投資予算マネジメント・プロセスの実態
清水（信）ほか［2007a, b, c］は，第 1に，設備投資予算は , 経済性評価技法だけでなく設備

投資マネジメント・プロセス全体を見る必要があること，第 2に，なぜ日本企業では技術的優位
性の低い回収期間法が多用されるのかという問題意識の下，2005年に建設・電力を除く東証一部
上場製造業836社を対象（有効回答187社，回収率22.4％）として，設備投資マネジメント・プロセ
スの段階，利用目的により利用手法が異なるという視点から調査・分析した。
利用実態は，回収期間法がよく利用され（ 5点尺度（以下，省略）の4.26），会計的利益率法（2.80），
正味現在価値法（2.52），内部収益率法（2.51）は相対的に利用されていない。これらの技法の併
用については， 1技法のみを積極的に使う企業（49.3％）では圧倒的に回収期間法の利用が多く
（38.8％），2技法を積極的に併用する企業（34.9％）でも回収期間法との併用が同様に多く（32.2％），
3技法を積極的に併用する企業（10.5％）の全てが回収期間法との併用であった。
製品特性，設備特性，企業環境や企業規模が利用に及ぼす影響について，各技法をよく利用す

る企業群とあまり使わない企業群との差異を調べた。その結果，会計的利益率法と内部収益率法
のそれぞれをよく利用する企業の方が，製品の機能先進性が高い。設備特性についても，回収期
間法を除く 3つの手法で，有意な差異が確認された（会計的利益率法は陳腐化速度，正味現在価値
法は自動化，内部収益率法は自動化と製作期間）。環境要因については，内部収益率法は「技術変化
から生じる利益獲得機会の大きさ」，正味現在価値法は「技術変化のスピード」，会計的利益率法
と内部収益率法は「技術革新と新製品アイデアの関連度」，正味現在価値法と内部収益率法は，「企
業規模（売上高対数）」について有意な差異を確認した。
設備投資マネジメントの各段階（作成，起案，審議，最終承認，事後評価）の技法の重要性につ
いて顕著な差異は見られず，どの段階でも重視されていた。この事実に関連して，利用目的は，
設備投資案の選択（経済性計算）だけでなく，案件作成時の目標設定が多いことも発見した。
続いて，設備投資マネジメント・プロセスの各段階の実態を調査した。（1）「投資のきっかけ」
では，「事業戦略」（4.04）と「製造現場の要請」（3.82）の二方向からの要請がきっかけとなるこ
とが多く，「競合他社の動向」（2.15）は少ない。（2）「投資案の作成」では，「生産予定数量の設定」
（4.62），「作成者の達成採算レベルの認識」（4.43），「製品品質向上の重視」（4.28）が高く，「除却
後の転用可能性の模索」（2.24），「製造ラインの全面取替えを前提」（2.34），「会計担当者の関与」
（2.29）は低い。（3）「投資案の起案」では，「検討項目が形式化」（4.10）され，「採算性は財務基
準で判断」（4.18）する企業が多く，「案件作成着手から起案までの期間が長い」（2.76）とは言え
ない傾向にある。（4）「審議・最終承認」では，「審議手順の形式化」（4.48），「複数ではなく案
件ごとの審議」（4.40），「案件の採算性の検討」（4.22），「明確な生産予定数量」（4.21），「起案後
の高最終承認率」（4.15）という傾向がある。一方，低得点項目を見ると，「審議回数が多い」（2.89），
「採算レベル未達案件でも最終承認される」（2.28），「案件審議着手から最終承認までの期間が長
い」（2.66）とは言えない。（5）「設備導入」では，「計画通りに設備導入を実施」（4.01）し，「設
備の内製」（2.23），「最終承認後の中止・延期」（1.65），「本格稼動後の設備安定に時間がかかる」
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（2.54）傾向にはない。（6）「事後評価」では，「本格稼動後の事後評価」（3.98）が最高得点で，
多面的な事後評価は十分とはいえない。「未稼働設備がある」（2.30），「会計担当者の関与」（2.79）
する企業は少ない。（7）「除却」では，「除却・転用までの期間は長く」（4.17），設備の陳腐化期
間が10年近くに及ぶ企業が多かった事実と整合的な結果である。逆に，「海外工場」（2.51），「別
工程」（2.90）への転用，「他社への売却」（2.31）を実施する企業は少ない。
さらに，意思決定環境や企業規模が，各段階のマネジメントの多様性に及ぼす影響については，

（1）大規模企業では，設備投資マネジメントのプロセス管理が整備され，（2）技術環境の変化の
激しさは，設備投資マネジメントの多様性をかなりもたらし，とりわけ，変化の激しい技術環境
ではプロセス管理がしっかり行われ，（3）予測困難な環境では，設備投資マネジメントにおける
予測情報の収集を困難にする傾向にある（清水（信）ほか，2007a, b, c,  86頁）。
山本［2002］は，1996年 8 月，東証一部上場製造業718社（有効回答201社，回収率28.0％）を対

象に調査した 
23
。
）
プロジェクトの収益性計算について，代表的 4技法の主成分分析の結果，キャッ

シュフロー情報が重視されていること，リスク評価についての因子分析の結果，第 1因子として
確率分析や CAPM（Capital Asset Pricing Model）などの計量的リスク分析手法，第 2因子として
期間延長や利益率ダウンなどの緩和策，第 3因子として利益率アップなどの利益プレミアム付加
策を抽出した。教科書的説明から第 1， 3因子は順当であるが，第 2因子の発見が特徴的であろ
う。

（2） 海外投資意思決定
海外直接投資について，「顧客ニーズ」（4.47），「原価低減」（4.46），「売上高・シェア」（4.31），「直
接投資の経済性」（4.23）などを重視している 

24
。
）
また，海外直接投資の評価尺度は，「黒字年度」（4.24），

「累積黒字年度」（4.18）を重視し，「売上高利益率」（4.03），「資本コストを考慮した回収期間」（4.02）
なども利用されている（伊藤，2002，2004 

25
）
）
。

東南アジアの日系企業で投資意思決定に積極的に利用される手法は，「投資利益率法」（85.4％），
「回収期間法」（64.1％），「内部利益率法」（63.5％）である。一方，「正味現在価値法」の利用は，
積極的と消極的が同数である（50.0％）（西村，2003）。また，北東アジアの日系企業では，「回収
期間法」（79.2％），「投資利益率法」（60.5％）の利用が積極的で，「正味現在価値法」（66.7％）や「内
部利益率法」（60.5％）の利用は消極的である（西村，2006 

26
）
）
。

23） 山本［1998］は，記述統計，質問票の内容，海外投資の実務を記述している。また，山本［1998］は事例
研究が中心で，調査データの多変量解析を実施したのが山本［2002］である。

24） 伊藤［2002，2004］は，1999年，加工・組立型産業の一・二部上場241社（電気機器181社，輸送用機器60
社）を対象に海外子会社のマネジメント・コントロールの実態を調査した（有効回答70社，回収率29.0％）。
括弧内は「 1（まったく重要でない）」から「 5（非常に重要である）」の 5点尺度の平均値を示した。

25） 移転価格の決定には，「原価加算法」（3.67）や「再販売価格基準法」（3.15）の利用が多く，原価加算法で
は，「総原価＋（一定の利益）」（53%）の方法が多用されている（伊藤，2002，2004）。

26）西村［2003，2006］は，東南アジア 3ヶ国（シンガポール，マレーシア，タイ）に進出した日系企業1,294
社（シンガポール214社，マレーシア399社，タイ677社。なお，宛先不明などを除いた調査対象の母数は
1,262社）を対象として，2002年に管理会計実態を調査した（有効回答56社（4.4%）。さらに，西村［2006］は，
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（3） 設備投資行動への財務内容の影響
財務内容の相違が設備投資行動へ及ぼす影響については，多くの実証研究がある。以下，近年

の日本企業の動向をサンプルとした研究成果を紹介する。
高見［2006］は，1994‒2004年度までの製造16業種897社の個別財務諸表パネルデータに基づく

分析である。日本企業は設備投資額を減価償却費の範囲内に抑えようとする傾向にあると一般に
言われるため，財務内容の状態・変化パターンにより設備投資行動に違いが見られるのかを調べ
た。その結果，（1）財務内容が悪い場合，設備投資額を抑える傾向が強く，（2）財務内容が改善
した場合，積極的設備投資行動に出る，（3）同じ改善度合いでも，財務内容が悪い状態から脱却
した場合の方が，その傾向は他の場合より顕著であった。
高見［2007］は，高見［2006］と同様のデータを用いた分析の結果，第 1に，償却累計率は，

資金制約を表すフリーキャッシュフローとほぼ同程度の投資額決定への影響をもつ，第 2に，財
務制約度クラスター間では両者の影響度の顕著な差異は見られないが，業種クラスター間では顕
著であった。
木村［2003］は，1992‒1998年上場企業公表データに基づく分析である。その結果，（1）負債

比率が高い場合，近視眼的研究開発投資行動をとる可能性が高いこと，（2）日本のガバナンス構
造の特徴とされる安定株主割合が高い場合，経営者の近視眼的研究開発投資行動が抑止される可
能性が高いという知見を得た。

（4） 今後の実態調査の課題
本研究の調査期間以前にも優れた実態調査の蓄積があり，清水（信）ほか［2007a, b, c］の調

査は，先行研究にマネジメント・プロセスの視点を加えたことで，設備投資の経済性計算から設
備投資予算管理へと，その実態把握の視野が拡がった。加えて，意思決定環境や企業規模の影響
の視点は有用である。
一方，財務内容の相違が設備投資行動へ及ぼす影響についての実証研究は，多くの有益な設備

投資行動に関する知見を与えてくれる。ただ，本研究の目的のひとつである統合的実態調査のた
めのフレームワークを提示する観点からは，直接的な利用は難しそうである。
日本企業では，米国的なコントローラー部門がなく，管理会計機能は，（1）経理部，財務部，
経営企画部など，かつ（2）本社と事業部に分散されていると考えられる（櫻井，1997）。そのため，
日本企業での管理会計担当部署のさらなる業務実態調査は必要であろう。

3 . 8 .　環境管理会計
（1） 環境管理会計の実態
わが国は，1999年，環境省（当時，環境庁）の環境会計ガイドライン発行を契機として，世界

北東アジア 5ヶ国・地域（中国，香港，韓国，台湾，フィリピン）に進出した日系企業2,618社（宛先不明
などを除いた調査対象の母数は2,454社であり，その内訳は中国1,547社，香港184社，韓国181社，台湾295社，
フィリピン247社）を対象として，2003年に管理会計実態を調査した（有効回答66社（2.7%））。

日本企業の管理会計実態（2）
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で最も環境会計の普及した国と言われる。日本企業の環境会計実務は，外部環境会計を中心に展
開してきた点が，環境管理会計を中心に発展してきた欧米との違いである。わが国の環境管理会
計は，2002年，経済産業省の「環境管理会計手法ワークブック」発行を契機に認知度が高まりつ
つある（國部・梨岡，2005）。
環境管理会計の実態調査として，國部［2003］は，環境報告書で環境会計情報の開示を確認し

た東証一部上場の216社（有効回答159社，回収率73.6％）（以下，「2001年調査」），國部［2004］と國
部・梨岡［2004］は，東証一部上場1,523社（有効回答324社，回収率21.3％）（以下，「2003年調査」），
國部・梨岡［2005］は，2004年東証一部上場の化学・電機・製薬・輸送機の 4業種のうち環境報
告書発行企業136社1,148事業所（以下，「2004年調査」）を対象に調査した。
環境会計の目的について，製造 4業種対象の「2004年調査」では，内部管理目的重視の企業は

25％に過ぎず，75％の企業は外部情報開示目的を重視していた。「2001年調査」では，内部管理
重視（18.9％），両方重視（35.8％），外部情報開示重視（42.8％），質問項目が異なる「2003年調査」
でも，内部管理重視（38.5％），外部情報開示重視（61.0％）と，外部情報開示重視の一貫した傾
向がある。業種別では，製造業で内部管理重視（40.4％），外部情報開示重視（59.0％）に対し，
非製造業は23.8％対76.2％と，非製造業に環境管理会計の相対的軽視の傾向がある（「2003年調査」）。
利用目的について，製造 4業種対象の「2004年調査」の結果，工程改善や廃棄物管理の改善へ

の利用が多く（内部管理利用企業の41.2％），続いて，設備投資決定（33.3％），予算編成（31.1％），
製品設計・開発（22.3％）の順であった。ただ多くの企業が，外部公表用の環境会計のみを内部
管理に利用しており（42.2％），効果は限定的である。その点について，本社が事業所へ環境管理
会計導入を指導する方が，また環境管理会計を活用している事業所の方が，環境会計が役立つと
考えている。
こうした環境会計の効果について，「2001年調査」では内部管理に役立ったとする企業は35.8
％に過ぎなかったが，質問方法を変えた「2003年調査」では，「非常に」もしくは「ある程度」
効果があったとする回答は60.9％と大幅に増加した。「2003年調査」では，より具体的な内部管
理面の効果として，「環境負荷の削減」，「環境コストやエネルギーの削減」，「環境保全コスト対
環境保全効果の改善」の環境省の環境会計ガイドラインの目的に準じた項目が相対的に高い割合
であった（國部，2004）。
管理会計手法の導入率は，「2003年調査」の結果，いずれの手法もとても低い（4.2～12.3％）。

例えば，環境配慮型設備投資決定手法導入企業は12.3％に過ぎず，小倉［2004］の調査でも，設
備投資の意思決定において環境目標と経済性の両面を考慮する事業所は4.4％に過ぎなかった 

27
。
）

また，ライフサイクル･コスティング導入企業は10.7％で，山田ほか［2004］の調査結果（ 5社，
3.3％）と同様に少ない。さらに，環境配慮型原価企画導入企業は「2003年調査」では 9社（4.8％）
に過ぎない。
このような管理会計手法の導入率の低さがある一方で，環境負荷・コスト情報に対する関心は

27）2002年，環境報告書公表の製造業において ISO14001取得済事業所600ヶ所への郵送質問票調査（有効回答
236事業所）。
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高い。例えば，「2003年調査」では，マテリアルフローコスト会計の認知度72.7％を筆頭に，最
低の環境コストマトリックスでも認知度は46.5％であった。また，小川［2003］の実態調査（東証・
大証・名証一部上場1,433社のうち，2001年環境報告書の送付依頼に応えた企業158社対象）のうち，製
品開発における環境負荷・コスト情報の利用調査（95社）では，83.2％の企業が環境負荷情報を
利用し，環境コスト情報を利用する企業（40社）のうち80％が製品ライフサイクル（研究開発か
ら廃棄・リサイクルまで）全体を考慮していた。
また，手法導入企業の方が，未導入企業より環境管理会計の効果を高く評価しており，特に環

境配慮型業績評価導入企業では，その傾向が顕著である（國部，2004）。
管理対象とする環境コストの範囲は，80％以上の企業が環境省『環境会計ガイドライン』に準

拠した環境コストを対象としている（小川，2003；國部・梨岡，2004）。加えて，「2003年調査」結
果から，環境コストの対象範囲を，環境省ガイドライン規定の範囲に限定するよりも，より広範
な環境コストを対象とする方が，環境管理会計の効果（「企業の内部管理に役立つ」という認知）
が高い（國部・梨岡，2004）。
環境管理会計の導入促進要因について，國部・梨岡［2004］は，環境会計に対する企業の意識，

環境部署の社内での権限の範囲，利用される管理会計手法が，環境管理会計の効果に及ぼす影響
を調べた。「2003年調査」結果から，環境会計に対するマネジャーの関心が高く，環境専任部署
の権限が強く，内部管理独自の環境管理会計手法を利用する企業ほど，環境管理会計の効果（「企
業の内部管理に役立つ」という認知）が高い。また，ISO14001認証取得企業ほど環境管理会計導入
率が高い。
他のマネジメントシステムとの連携について，「環境マネジメントシステムとの連動」（30.1％）
と，「連動を検討する」（48.4％）を合わせると， 8割近くの企業にのぼる。また，環境保全活動
に関する予算を組んでいる企業は77.6％にのぼる（小川，2003）。

（2） 今後の実態調査の課題
環境管理会計は，近年，急速に拡がりをみせるトピックスであるが，短期間に優れた実態調査

が実施され，各調査間の結果にも概して整合性があり，既存の調査目的の範囲では十分な情報が
蓄積されている。しかし，環境管理会計手法の利用が進んでいない中で環境負荷・コスト情報を
把握する傾向がみられ，どのようにそれらの情報が把握されているのかは明らかではない。また，
環境管理会計手法の認知度に比べて利用実態が少ない理由の解明も十分とは言えない。
今後は，それらの課題の解明に加え，環境管理会計技法を取り巻く競争環境，戦略，他のマネ

ジメントシステムとの関係を含めた全体性を探究したい。
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機

器
57
社
，
輸
送
用
機
器
81
社
，
機

械
・
精
密
機
械
63
社

20
02
年

谷
ほ
か
［
20
03
］

A
B

C
導
入
が
予
想
さ
れ
る
企
業
・
事
業
単
位
11
3

社
44
社
（
38

.9
％
）

A
B

C
利
用
企
業
31
社

20
02
年
4
月

3.
4

中
川
［
19
99

a,
 b
，
20
00

a,
 b

, 
20
02

a,
 b
，
20
04
］

【
在
タ
イ
調
査
】
在
タ
イ
日
系
製
造
業
19
0社

52
社
（
28

.4
％
）

19
98
年

3.
2

【
在
米
調
査
】
在
米
日
系
製
造
業
28
7社

75
社
（
26

.1
％
）

19
99
年

【
在
欧
調
査
】
在
欧
日
系
製
造
業
21
3社
（
蘭
22
社
，

仏
44
社
，
独
47
社
，
英
10
0社
）

44
社
（
20

.7
％
）

20
02
年

西
居
［
20
07
］

東
証
一
部
上
場
製
造
業
84
4社
（
建
設
除
く
）

94
社
（
11

.1
％
）

20
05
年
5
月

3.
5

西
村
［
20
03
，
20
06
］

【
東
南
ア
ジ
ア
調
査
】
東
南
ア
ジ
ア
3
ヶ
国
進
出

日
系
企
業
1,
29
4社
（
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
21
4社
，
マ

レ
ー
シ
ア
39
9社
，
タ
イ
67
7社
）

56
社
（
4.
4％
）

3.
7

【
北
東
ア
ジ
ア
調
査
】
北
東
ア
ジ
ア
5
ヶ
国
・
地

域
進
出
日
系
企
業
2,
61
8社
（
中
国
1,
54
7社
，
香

港
18
4社
，
韓
国
18
1社
，
台
湾
29
5社
，
フ
ィ
リ

ピ
ン
24
7社
）

66
社
（
2.
7％
）

3.
7

日
本
会
計
研
究
学
会
特
別
委

員
会
［
19
99
］

【
1
次
調
査
】上
場（
場
部
不
明
）企
業
1,
33
7社
（
製

造
業
74
9社
，
非
製
造
業
58
8社
）

37
1社
（
27

.7
％
）

A
B

C
/A

B
M
に
関
す
る
質
問
回

答
企
業
33
0社

【
1
次
調
査
】

19
98
年
10
月

3.
4

【
2
次
調
査
】
1
次
調
査
回
答
18
0社
：

A
B

C
採

用
22
社
，
将
来
採
用
15
社
，
検
討
後
不
採
用
7
社
，

検
討
中
68
社
，
非
検
討
68
社

10
5社
（
58

.3
％
）

【
2
次
調
査
】

19
99
年
6
月
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朴
・
浅
田
［
20
03
］

東
証
一
部
上
場
製
造
業
で
，
連
結
売
上
高
40
0億

円
以
上
の
51
2社

11
1社
（
21

.7
％
）

20
01
年
10
‒1
1月

3.
6

浜
田
［
20
06
］

東
証
一
部
上
場
製
造
業
94
6社

85
社
（
9.
0％
）

46
社

20
02
年

3.
3

林
［
20
05
，
20
06
］

東
証
一
部
上
場
1,
55
9社

16
4社
（
10

.5
％
）

20
04
年
8
‒
9
月

3.
5，
3.
6脚
注

挽
［
20
05
］，
松
尾
［
20
05
］
一
部
上
場
企
業
を
中
心
と
し
た
日
本
の
グ
ル
ー
プ

企
業
1,
55
0社

90
社
（
5.
8％
）

挽
［
20
05
］
は
コ
ア
子
会
社
を
有

す
る
企
業
40
社
の
み
を
利
用

20
02
年
3
‒
7
月

3.
5，
3.
6

福
田
（
淳
）［
20
07

a］
東
証
上
場
，
電
気
機
器
，
精
密
機
械
，
化
学
，
食

品
産
業
の
事
業
部
制
採
用
企
業
の
う
ち
，
ト
ッ
プ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
研
究
の
趣
旨
を
説
明
し
た
上
で
，

質
問
表
の
回
答
を
得
た
約
33
社
の
10
1の
事
業
部

本
部
が
と
り
ま
と
め
て
回
答
を
送

っ
た
企
業
を
除
く
93
の
事
業
部

3.
5脚
注
，
3.
6

福
田
（
淳
）［
20
07

b］
東
証
一
部
上
場
製
造
業
86
3社

10
6社
（
12

.3
％
）

20
07
年
5
月

3.
3脚
注

福
田
（
哲
）［
20
05
］

東
証
一
部
上
場
1,
53
4社

68
社
（
4.
4％
）

20
04
年
2
‒
3
月

3.
5

福
田
（
直
）
ほ
か
［
20
06
］

東
証
一
部
上
場
製
造
業
（
建
設
を
除
く
）
お
よ
び

全
電
気
・
ガ
ス
業
の
計
86
2社

12
7社
（
14

.7
％
）

20
06
年
2
月

3.
5脚
注

森
沢
ほ
か
［
20
05
］

単
独
売
上
高
50
0億
円
以
上
の
上
場
・
ジ
ャ
ス
ダ

ッ
ク
公
開
企
業
（
一
部
非
公
開
会
社
含
む
）

1,
33
0社

18
9社
（
14

.2
％
）

20
03
年
6
月

3.
5

山
田
ほ
か
［
20
04
］

製
造
業
91
9社
（
東
証
一
・
二
部
上
場
66
0社
，
非

上
場
25
9社
）

18
1社
（
19

.7
％
）

16
6社
（
18

.1
％
）

20
03
年
11
月
，

20
04
年
2
月

3.
2

山
本
［
20
02
］

東
証
一
部
上
場
71
8社

20
1社
（
28

.0
％
）

19
96
年
8
月

3.
7

横
田
［
20
04
，
20
07
］

東
証
一
・
二
部
上
場
2,
08
9社

15
4社
（
7.
4％
）

20
03
年
8
‒
9
月

3.
5

吉
岡
ほ
か
［
20
02
］

産
業
経
理
協
会
の
会
員
か
ら
61
6社
を
抽
出

22
1社
（
36
％
）

20
01
年
8
月

3.
5

渡
邊
［
20
00
］

上
場
・
店
頭
公
開
企
業
54
8社

10
4社
（
19

.0
％
）

19
98
年
2
月

3.
1，
3.
2
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